
屠2 成長力の虜上ノゲ仁盾げた鹿骨労農・  

筈の据題   

誰でもどこでも職業能力形成に参加でき、能力を発揮できる社会の実現のため、  

職業能力形成システム（通称『ジョブ・カード制度』）の構築を図るとともに、母子  

家庭、生活保護世帯、障害者等を対象に、セーフティネットを確保しつつ、可能な  

限り就労による自立と生活の向上が図られるよう福祉・雇用の両面にわたる支援を  

行う。また、中小企業の生産性向上に向けた人材確保等への支援とともに、最低賃  

金制度の機能強化のための施策により、成長力の底上げを図るほか、若者に対する  

雇用対策、職業能力開発を推進する。  

1「職業能力形成システム」（通称『ジョブ・カード制度』）の構築  

200億円（108億円）  
※ 職業能力形成システム：フリーター等職業能力形成機会に恵まれない者に対し、   

職業能力形成プログラム（企業における実習と座学とを組み合わせた訓練）を提供   

し、訓練修了者の評価結果のほか職務経歴等の情報をジョブ・カードとして取りま   

とめ、求職活動などに活用し、求職者と求人企業とのマッチングを促進する制度  

（1）産業界が主導する推進体制の整備（新規）  27億円  

職業能力形成システムの普及促進を図るため、中央及び地域にジョブ・カード   

センターを設置し、広報・啓発及び活用促進事業を実施する。  

（2）産業界・企業に受け入れられる実践的な訓練・職業能力評価のための   

基準づくり  3．9億円   

○ モデル評価シート（仮称）の開発等  3．9億円  

産業界・企業に受け入れられる実践的な訓練・評価を可能とするため、業界団体  

の主体的参画の下、企業の求める人材能力要件を踏まえた「モデル評価シート」  

（仮称）を開発する。  

（3）職業能力形成プログラムヘの参加者の積極的な誘導と綿密なキャリア・   

コンサルティングの実施  37億円   

○ 職業能力形成プログラムへの誘導のための職場見学■体験講習の実  

施等（新規）  2．4億円  

職業能力形成プログラムへの誘導を促すため、地域ジョブ・カードセンターにお  

いて職場見学や体験講習を実施する。  
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○ 参加者に対するキャリア・コンサルティングの実施  33億円  

ジョブ・カード交付希望者に対して、ハロー ワーク等において綿密なキャリア・   

コンサルティングを行い、ジョブ・カードを交付する。また、キャリア・コンサル   

タントに対しては、ジョブ・カードの記載方法・効果的な活用方法について講習を   

行う。  

○ 携帯サイトを活用した情報提供等の体制整備（新規）  1．9億円  

キャリア・コンサルティング付き携帯サイトを開設し、教育訓練情報や求人情報   

等の提供を行い、職業能力形成システムへの誘導を図る。  

（4）実践的な訓練・職業能力評価を通じた就労の実現と参加者・参加企業等   

に対する支援  131億円  

O 「実践型人材養成システム」の普及・定着の促進  5．8億円  

「実践型人材養成システム」（実習併用職業訓練）を普及・定着させるため、大  

企業が自らの教育訓練施設等を活用して中小下請企業の実践的な教育訓練を支援す  

るモデル事業等を創設するとともに、事業主に対する助成措置を拡充する。  

○ 新たな有期実習型訓練の創設と訓練実施企業に対する支援（新規）  

15億円  

雇用関係の下で実習と座学とを組み合わせた新たな有期実習型訓練を創設し、訓   

練や能力評価等に取り組む事業主に対する助成措置を講ずる。  

O 「実務・教育連結型人材育成システム」等の拡充  84億円  

若者の実践的で効果的な職業能力開発を支援するため、「実務・教育連結型人材   

育成システム」等を拡充する。  

○・母子家庭の母等や子育て終了後の女性等を対象とした新たな組み合   

わせ訓練の創設（新規）  22億円  

母子家庭の母等や子育て終了後の女性等を対象とした事業主等の訓練ニーズを反   

映したカリキュラムによる新たな組み合わせ訓練を創設し、実践的な能力開発を実   

施する。  

○ 的確な評価を実施するための「評価者」の育成支援（新規）  

60百万円  

職業能力評価に関する専門家を活用し、企業における「評価者」に対し、評価手   

法や「モデル評価シート」（仮称）の活用方法等の指導を行う。  
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○ 職業能力形成プログラム参加者に対する生活資金の融資（新規）  

職業訓練を受講しやすい環境の整備を行うため、職業能力形成プログラムの受講   

者に対し、職業訓練受講期間中の生活費の貸付を行う融資制度を構築する。   

（セーフティネット支援対策等事業費補助金（200億円）の内数）  

2 母子家庭、生活保護世帯、障害者等の福祉・雇用両面の支援に   

よる自立・生活の向上  338億円（296億円）  

（1）障害者に対する就労支援の推進  192億円  

○ 雇用、福祉、教育等の連携による地域の就労支援力の強化  

51億円  

ハローワークを中心とした「チーム支援」の体制・機能の強化、及び「障害者就  

業・生活支援センター」の設置箇所数の大幅な拡充や実施体制の充実等を図るとと  

もに、関係審議会の検討結果を踏まえ、障害者雇用促進法制の整備を図る。  

○ 障害者雇用の底上げのための関係者の意識改革（新規）  

5．7億円  

インターネットを通じた情報発信・相談の実施、地域の事業主団体を活用した   

「意識改革セミナー」の開催、地域の関係者との交流会等を実施することにより、   

国民、企業等の障害者雇用に関する意識改革を図る。  

○ 障害の特性に応じた支援策の充実・強化  4．3億円  

一定程度の期間をかけて、段階的に就業時間を延長しながら常用雇用を目指すこ   

とを支援するための助成措置を創設するとともに、発達障害者の希望やニーズに応   

じた就労支援を推進する。  

○ 障害者に対する職業能力開発の推進  61億円  

障害者委託訓練及び障害者職業能力開発プロモート事業の拡充等職業訓練機会の   

充実を図り、特別支援学校の生徒及び就労移行支援事業利用者等に対する効果的な   

職業訓練を実施するとともに、職業能力開発施設において発達障害者に対する職業   

訓練コースを拡充する。  

O 「工賃倍増5か年計画」の推進  15億円  

福祉施設で働く障害者の工賃を平成23年度までに倍増させることを目標とする   

「工賃倍増5か年計画」を推進するため、必要な施策の強化を行う。  
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（2）母子家庭や生活保護世帯に対する就労支援の推進  54億円  

○ 地域における母子家庭の就労・自立支援  30億円  

母子家庭の母の就業支援等の充実を図るため、高等技能訓練促進費事業における  

入学～時金や母子自立支援プログラム策定事業における就職準備支援コースの創設  

など支援措置の充実を図る。  

○ ハローワークと福祉事務所等との連携による就労支援の機能強化  

11億円  

ハロ－ワークと福祉事務所等とが連携した「就労支援チーム」の体制、支援機能   

の向上等により、生活保護受給者等に対する就労支援を一層推進する。  

（3）困難な状況を克服し、再就職や安定的雇用への転職を目指す人たちへの   

支援の実施  92億円  

○ ネットカフェ等で寝泊まりする不安定就労者への就職支援の実施  

（新規）  1．7億円  

住居を失い、ネットカフェ等で寝泊まりする不安定就労者の安定的な雇用機会の  

確保を図るため、職業相談・職業紹介、技能講習、住居確保の相談等を行う。  

0 35歳以上の不安定就労者への一貫した就職支援の実施 32億円  

35歳以上の不安定就労を繰り返す求職者に対し、担当制によるキャリア・   

コンサルティングから職場定着指導までの一貫したきめ細かな支援を行い、安定的   

な就職を促進する。  

○ 刑務所出所者等に対する就労支援の推進  1．9億円  

法務省との連携の下、刑務所出所者等に対し、職業相談、職業紹介、求人開拓等   

を行うとともに、試行雇用奨励金の支給や職場体験講習を実施する等の就労支援を   

推進する。  
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3 中小企業の人材確保等への支援と最低賃金制度の充実  

539億円（538億円）  

（1）中小企業の生産性向上等に向けた人材面からの支援・雇用対策の充実  

516億円  

○ 中小企業の人材確保対策の推進  127億円  

生産性向上に資する雇用環境の高度化及び人材の雇入れを支援するとともに、  

ハローワークにおいて、生産性向上に資する人材確保に向けた支援を行う。また、  

職業能力開発を行う中′ト企業に対する訓練経費等の助成の拡充を行う。  

○ 改正地域雇用開発促進法に基づく地域雇用対策の推進   46億円  

雇用情勢が特に厳しい地域における事業所の設置整備に伴う雇入れ、中核人材の   

受入れ、能力開発についての助成を行うとともに、雇用創造に向けた意欲が高い地   

域における取組を支援するなど、雇用情勢が厳しい地域に対する重点的な支援を行う。  

○ 介護分野における雇用管理改善の推進  90百万円  

複数の中小零細の介護事業所が共同して雇用管理改善に取り組むモデル事業を実   

施するとともに、雇用管理改善等のための巡回相談や専門的相談を拡充する。  

（2）最低賃金制度の機能強化  9．4億円  

○ 最低賃金制度の周知・徹底及び履行確保  2億円  

最低賃金の見直しによる影響の高い地域及び業種に対し、チェックシートによる  

自主点検を促し、最低賃金の履行確保を図るとともに、最低賃金制度の内容を  

インターネットや広報媒体を活用し、使用者並びに労働者、民間団体等広く国民に  

周知・徹底を図る。  

○ 最低賃金の引上げに関する政労使の合意を踏まえた地域別最低賃金   

の引上げ  3．1億円  

成長力底上げ戦略推進円卓会議における最低賃金の中長期的な引上げの方針につ   

いての政労使の合意を踏まえ、地域別最低賃金の引上げを行う。  

－17一   



（3）ものづくり立国の推進  14億円  

○ 団塊世代等の熟練技能者を活用した技能継承支援  4．2億円  

高度熟練技能者をはじめ団塊世代等の優れた技能者等の情報をデータベース化し、  

中小企業への派遣による技能指導等に活用するとともに、技能継承問題等への対応  

に係る総合的な情報提供・相談援助を実施する。  

○ 技能・ものづくりの重要性に対する啓発の推進  2．9億円  

2007年ユニバーサル技能五輪国際大会を契機とした技能尊重気運の高まりを   

確実なものにするため、若者等に対して技能の魅力や重要性に対する理解の更なる   

浸透を図るとともに、地域におけるものづくり体験の場を積極的に提供し、ものづ   

くりのすばらしさ・重要性を啓発する取組を推進する。  

○ 各種技能競技大会等の充実  6．5億円  

各種技能競技大会の充実を図るとともに、各種表彰の実施等により、ものづくり   

の裾野を拡大し、技能者が広く社会一般に尊重される社会の形成を図る。  

4 若者の雇用・生活の安定と働く意欲の向上  

354億円（346億円）  

（1）フリーター常用雇用化プラン等の推進  

～常用雇用化35万人を目標～  

○ 年長フリーターに対する常用就職支援等の実施  

・ 年長フリーターに対する常用就職支援  

241億円   

45億円   

15億円   

中小企業の人事担当者による模擬面接等を行う「ジョブミーティング」を実施  

するとともに、「ジョブクラブ（就職クラブ）」方式でのセミナー、グループワーク  

等の実施箇所数を拡充し、年長フリーターの常用就職を支援する。   

「年長フリーター自立能力開発システム」の実施  29億円   

年長フリーターの職業能力を判断するために企業実習を先行させ、その後必要  

に応じフォローアップ訓練を行い、訓練終了後には実習先事業主による能力評価  

を行う訓練システムを実施するとともに、業界の求める採用条件に適応するため  

の訓練コースを開発・実施する。  
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○ 若者の応募機会の拡大等に係る周知・広報、相談機能の強化（新規）  

1．9億円  

若者の応募機会の拡大について、事業主への周知・啓発、指導を徹底するととも   

に、企業等からの好事例の収集・分析、事業主への提供を行うほか、応募機会の拡   

大等に取り組む事業主等への相談機能の強化を図る。  

○ 若者の職業能力開発機会の充実  156億円  

「実践型人材養成システム」や「実務・教育連結型人材育成システム」等の拡充   

や、雇用関係の下で実習と座学とを組み合わせた新たな有期実習型訓練の創設・支   

援を図るほか、就職支援講座を行い、その後必要に応じ短期間の訓練を行うなど、   

若年者に対する効率的な集中支援による就職促進を図る。  

○ ネットカフェ等で寝泊まりする不安定就労者への就職支援の実施   

（新規・再掲）  1．7億円  

（2）地域において支援を必要とする若者等のチャレンジ支援  54億円  

○ 地域若者サポートステーションの発展・強化  18億円  

ニート等の若者に対する地域の支援拠点としての地域若者サポートステーション  

について、訪問支援を行う人材の養成と訪問支援モデル事業等を実施するとともに、  

一箇所数を拡充する。  

O 「若者自立塾」事業の推進  6億円  

合宿形式による集団生活の中で、生活訓練、労働体験等を通じて、若者に働く自   

信と意欲を付与する「若者自立塾」事業を推進する。  

○ 若者向けキャリア・コンサルティングの普及促進  2．3億円  

若者の職業キャリアの円滑な形成を促進するため、若者向けキャリア・コンサル   

タントに必要な能力要件について修正・開発を行うとともに、若年者支援施設の担   

当者等に対し、セミナー等を実施する。  

○ 学校段階におけるキャリア教育の取組支援  27億円  

職業への理解促進、就職活動の仕方などに関する講習を行う高校生向け就職   

ガイダンスについて、 就職希望者が多い学校を対象に引き続き実施するとともに、   

労働関係法制に関する知識を付与する教育や情報提供のあり方について検討する。  
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仕事と生活の両立が可能なワーク・ライフ・バランスの実現に向け、企業の取組  

に対する支援等や、その成果について広く周知するなど、社会的気運の醸成を図る。   

また、「職業キャリアの持続可能性」を確保するために、生涯にわたる自立的な  

キャリア形成を可能とする環境の整備を図る。   

さらに、労働者派遣事業の適正な運営の確保を図るとともに、男女雇用機会均等  

の推進、第11次労働災害防止計画に基づく総合的な安全衛生施策の推進など、公  

正かつ多様な働き方の実現と働く人たちの安全・安心の確保を図る。  

1 仕事と生活の調和（ワーク■ライフ㌧バランス）の実現  

171億円（127億円）  

（1）ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた社会的気運の醸成12億円   

○ 業界トップクラス企業による先進的モデル事業の展開（新規）  

1．9億円  

「ワーク・ライフ・バランス推進官民トップ会議」において選定された我が国を  

代表する社会的影響力のある企業（業界トップクラス企業）に対してコンサルタント  

を派遣し指導・助言を行うことにより、企業自らが作成したアクションプログラム  

に基づくワーク・ライフ・バランス達成のための取組を支援する。  

O 「ワーク・ライフ・バランス推進会議」の開催を通じた地域ごとの   

取組の推進（新規）  10億円  

労使、地方公共団体、有識者等による「ワーク・ライフ・バランス推進会議」を   

都道府県ごとに設置し、地域の特性を踏まえた提言の策定・公表及びワーク・   

ライフ・バランスに取り組む企業の好事例の収集・情報提供等の支援を行う。  

（2）ワーク・ライフ・バランスの実現のための企業の取組の促進18億円   

○ 労働時間等の設定改善に取り組む中小企業に対する助成金制度の創  

設（新規）  2．7億円  

労働時間等の設定の改善に向けた職場意識の改善に積極的に取り組む中′ト企業事  

業主に対する新たな助成措置を創設する。  
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（3）長時間労働抑制のための重点的な指導の実施等  7億円  

長時間労働を抑制するため、特に労働時間が長い事業場を重点に指導を強化すると   

ともに、長時間労働を是正するための取組を行う中小事業主に対する支援を実施する。  

（4）企業における次世代育成支援の取組の一層の推進  49百万円  

次世代育成支援対策推進センターにおいて、 事業主に対する相談・援助を実施し、   

中′ト企業における一般事業主行動計画の策定、届出を促進するとともに、多くの事業   

主が認定を目指して取組を行うよう一層の周知・啓発に取り組む。  

122億円  （5）仕事と家庭の両立が図れる環境整備の推進   

○ 育児期における短時間勤務制度の導入・定着支援の拡充  

88百万円   

′ト学校低学年の子を養育する労働者が利用できる短時間勤務制度を導入した事業  

主に対する助成措置を創設するとともに、短時間勤務にかかる雇用管理のノウハウ  

習得に向けた取組への助成など中小企業における短時間勤務制度の導入・利用に対  

する重点的な支援を行う。  

○ 事業所内託児施設の設置・運営等に対する支援の推進   40億円  

従業員のために事業所内託児施設を設置、運営又は増築等を行う事業主に対する   

助成措置の対象企業数を拡充する。  

○ 男性の仕事と育児の両立に関する意識啓発の推進（新規）  

17百万円  

育児期の男性が仕事と家庭が両立可能な働き方を設計・実践するためのハンド   

ブックを作成、配布し、男性の仕事と育児の両立に関する意識啓発を促進する。  

○ マザーズハローワーク事業の拠点の拡充と機能の強化   20億円  

マザーズハローーワーク事業未実施の地域においても同様のサービスが提供できる   

よう事業拠点を拡充するとともに、既存のマザーズハローワーク等において、独自   

求人の確保、保育所入所の取次ぎ、出張相談等を実施する。  
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（6）パートタイム労働者の均衡待遇確保と短時間正社員制度の導入促進  

10億円  

○ 改正パートタイム労働法に基づく均衡待遇確保のための事業主支援  

の充実  10億円  

改正パートタイム労働法の内容の周知徹底及び指導等を行うとともに、均衡待遇  

推進コンサルタントの配置によるアドバイス、先進事例の収集・提供や助成金の支  

給による事業主支援を行う。  

また、．支援サイトの開設等を行うことにより、短時間正社員制度導入の促進を図る。  

（7）テレワークの普及促進  1．9億円  

テレワークの普及促進を図るため、セミナーの開催を実施するとともに、テレワーク   

相談センターを拡充し、相談体制の整備等を図る。  

また、テレワークを含めた在宅就業の適正化を推進するため、在宅就業の実態把握   

を行い、必要な施策の検討を行う。  

2 持続的なキャリア形成の実現  614億円（703億円）  

（1）生涯にわたる自律的なキャリア形成を可能とする環境整備   20億円  

○ 企業診断システムの開発と労働者に対する診断・相談サービスの提  

供（新規）  50百万円  

企業における人材育成やキャリア形成支援と企業の生産性や業績、人材確保の動  

向の関連性を踏まえた企業診断システムを開発するとともに、生涯キャリアの節目  

の時期にある労働者に対し、診断・相談サービスの提供を行う。  

○ 団塊世代等の熟練技能者を活用した技能継承支援（再掲）  

4．2億円  

O e－ラーニングによる教育訓練環境の整備  5．1億円  

職業能力習得支援制度（ビジネス・キャリア検定制度）の推進を図るとともに、   

非正規労働者等のためのe－ラーニングによる教育環境の整備を図る。  
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（2）女性の意欲・能力を活かしたキャリアの継続と再就職・起業の実現  

27億円  

○ 女性の職業キャリアの継続が可能となる環境整備  6．3億円  

企業が行う人事管理制度、能力評価制度の見直しを含む雇用管理改善や女性労働  

者のモチベーションの維持向上など、女性の就労継続のための環境整備の取組への  

支援を行う。  

○ マザーズハローワーク事業の拠点の拡充と機能の強化（再掲）  

20億円  

○ 女性の起業に対する支援の実施  87百万円  

女性起業家向けのメンター紹介サービス事業を実施するとともに、女性向けの起   

業についての総合的専用サイトの活用を図る。  

（3）いくつになっても働ける社会を目指した高齢者雇用対策の推進  

567億円  

0 65歳までの雇用機会の確保  226億円  

事業主団体が傘下の′ト 規模企業に対して実施する、65歳までの高年齢者雇用確  

保措置の導入に伴う雇用環境の整備等に係る相談・指導等に対する助成を行い、団  

塊世代の雇用確保の実現を図る。  

O 「70歳まで働ける企業」の普及促進  49億円  

65歳以上への定年引上げ等の導入に対する助成措置に加え、希望者全員を70   

歳まで継続雇用する制度を導入した中小企業に対する支援や、70歳まで働くこと   

ができる新たな職域を開拓するモデル的な取組を行う企業に対する支援を行う。  

○ 団塊世代をはじめとする高齢者の再就職支援  50億円  

地域における関係機関の連携の下、事業主団体等を通じ、傘下の求人事業主や定   

年退職者等を対象として、キャリア・コンサルティング、就職面按会やセミナーの   

開催等、地域の団塊世代の高齢者に対する再就職支援を実施する。  

○ シルバー人材センター事業の推進等  144億円  

「教育、子育て、介護、環境」を重点にシルバー人材センターと自治体が共同し   

て企画提案した事業を支援するほか、高齢者の知識・経験を活かすためのワークシ   

ョップの開催、企業等とのマッチングを行う「シニア労働力活用事業」（仮称）を   

創設する。  
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3 公正かつ多様な働き方を実現できる労働環境の整備  

26億円（23億円）  

（1）労働者派遣事業の適正な運営の確保  5．3億円  

○ 偽装請負など違法派遣の防止・解消のための厳正な指導監督の実施  

と労働者派遣制度の見直し  59百万円  

偽装請負などの違法派遣の防止・解消に向け、派遣元事業主等に制度の周知を図  

り、厳正な指導監督を実施するとともに、労働者派遣制度について必要な見直しを  

行う。  

○ 派遣労働者の雇用管理改善の推進  4．7億円  

派遣元事業主等による派遣労働者の雇用管理改善の実情・好事例を調査・分析し、   

派遣元事業主等に提供することにより雇用管理改善を推進する。  

（2）製造業の請負事業の雇用管理の改善及び適正化の推進  32百万円  

製造業の請負事業の雇用管理の改善及び適正化を図るためのガイドライン及び   

チェックシートの周知・啓発を行うとともに、請負事業主等の自発的かつ積極的な取   

組に対する相談援助を行う。  

（3）派遣労働者等に係る能力開発・能力評価■キャリア形成のためのモデル   

づくりと普及啓発  64百万円  

能力開発機会において正社員との格差が見られる派遣労働者等について、能力評価、   

能力開発のための望ましいモデルやキャリア形成支援計画を策定し、その普及啓発を  

図る。  

（4）有期労働者の処遇の改善等  8．1億円  

○ ガイドラインの策定や正社員転換支援を通じた有期労働者の雇用管  

理の改善  4．8億円  

契約社員や期間工等の有期契約労働者の雇用管理の改善を図るため、ガイドライン  

等を作成し周知するとともに、有期契約労働者から正社員に転換する制度を設け、  

正社員に転換させた事業主に対する助成制度を創設する。  

（5）パートタイム労働者の均衡待遇確保と短時間正社員制度の導入促進   

（再掲）  10億円  
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（6）職場における男女雇用機会均等の推進  1．9億円  

男女雇用機会均等法の履行確保のため、厳正的確な指導を行うとともに、迅速な紛   

争解決の援助を実施する。  

4 安全・安心な職場づくり  145億円（160億円）  

（1）第11次労働災害防止計画に基づく総合的な安全衛生施策の推進  

131億円  

○ 職場における過重労働・メンタルヘルス対策の推進  32億円  

小規模事業場の長時間労働者に対する医師の面接指導等を行うため、全国の地域  

産業保健センターに専用窓口を開設するとともに、労働者が相談しやすい体制を事  

業場内外において整備する。  

○ 死亡災害・重篤災害の大幅な減少のための労働災害防止対策の推進  

12億円  

危険性・有害性等の調査等の普及、小規模事業場への指導、高年齢者の災害防止   

対策、安全教育に係る指導者等人材養成の充実、建設業等での先進的な安全手法の   

普及、機械設備自体の安全性能の確保に係る指導等を行う。  

○ 職業性疾病防止対策・化学物質管理対策の推進  27億円  

粉じん障害防止総合対策の見直し及び周知等を行うとともに、国連勧告に基づく   

化学物質の表示等の制度の普及や、有害化学物質のリスク評価に基づく規制を行う。  

（2）労災かくし対策の推進  92百万円  

労災かくし事案の特に多い建設業者に対して集団指導を実施するとともに、被災労   

働者に対して適切に補償がなされるよう労災保険給付請求の勧奨を行うなど、労災か  

くしの排除に向けた啓発指導の強化を図る。  

（3）総合的な個別労働紛争対策の推進  14億円  

増加する個別労働紛争の実情に即した迅速かつ適正な解決を図るための紛争解決制   

度を着実に推進する。  
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夢4 人口虜少＃会の劇来あ膠君ズた少子化J軒宥の鹿遭   

我が国においては、少子化や人口減少が進んでおり、経済産業や社会保障の問題  

にとどまらず、国や社会の存立基盤にかかわる問題となっている。このため、「子ど  

も・子育て応援プラン」（平成16年12月）、「新たな少子化対策について」（平成  

18年6月）に基づき施策の拡充に努めるとともに、「子どもと家族を応援する日  

本」重点戦略検討会議における議論を踏まえた少子化対策を総合的に推進する。  

1 地域の子育て支援の推進   6，888億円（6，594億円）  

（1）すべての家庭を対象とした地域子育て支援対策の充実  767億円  

○ 地域の特性や創意工夫を生かした子育て支援事業の充実  

400億円  

様々な子育て支援事業について、「子ども・子育て応援プラン」に掲げた目標の  

達成に向けた着実な推進を図るとともに、新たに、子どもを守る地域ネットワーク  

の機能強化や、企業を含めた地域ぐるみの子育て支援を推進すべく、次世代育成支  

援対策交付金（ソフト交付金）の充実を図る。  

○ 地域における子育て支援拠点の拡充  111億円  

地域における子育て支援拠点について、身近な場所への設置を促進するため、更   

なる拡充を図る。  

○ 次世代育成支援対策に資する施設整備の充実  180億円  

地域の実情に応じた保育所、児童養護施設等の整備が図られるよう、次世代育成   

支援対策施設整備交付金（ハード交付金）の充実を図る。  

（2）待機児童ゼロ作戦の推進など保育サービスの充実  3，949億円  

○ 保育所の受入れ児童数の拡大と保育児童の健康・安全管理の充実  

3，452億円  

各市町村における整備計画に基づく民間保育所の整備を推進し、民間保育所にお  

ける受入児童数の増を図るとともに、保育児童の健康、安全管理の充実を図るため、  

計画的に看護師の配置を行う。  
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○ 多様な保育サービスの提供  497億円  

延長保育、病児・病後児保育、一時保育、特定保育等、保護者のニーズに応じた   

保育サービスを推進し、あわせて地域の保育資源（事業所内託児施設）を活用した   

取組を進めるとともに、家庭的保育事業（保育ママ）の充実を図る。  

（3）総合的な放課後児童対策（「放課後子どもプラン」）の着実な推進  

188億円  

放課後児童クラブと文部科学省が実施する「放課後子ども教室推進事業」を一体的   

あるいは連携して実施する「放課後子どもプラン」の着実な推進を図る。  

また、放課後児童クラブについては、未実施′ト学校区の早急な解消や多様なニーズ   

等に対応できる弾力的なサービスを提供するための支援措置を図る。  

2，564億円  （4）児童手当国庫負担金   

2 児童虐待への対応など要保護児童対策等の充実  

863億円（821億円）  

（1）虐待を受けた子ども等への支援の強化  

○ 早期発見・早期対応体制の充実  

812億円   

市町村において、関係機関が連携し児童虐待等の対応を図る「子どもを守る地域  

ネットワーク（要保護児童対策地域協議会）」の機能強化を図るため、コーディネー  

ターの研修やネットワーク構成員の専門性強化を図るための取組を支援する。  

（次世代育成支援対策交付金（400億円）の内数）  

○ 社会的養護体制の拡充  806億円  

社会的養護体制の見直しの一環として里親手当・里親支援体制の充実、児童養護   

施設等における小規模ケアの推進や看護師の配置など施設ケアの充実を図るととも   

に、施設を退所する児童等の就労・生活支援などを行うことにより地域生活を支援   

するモデル事業を実施する。  

（2）配偶者からの暴力（ドメスティック・バイオレンス）への対策等の推進  

51億円  

婦人相談所における配偶者からの暴力被害者に対する一時保護委託費の充実を図る   

とともに、婦人保護施設の退所者支援の充実等を図る。  
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3 母子家庭等自立支援対策の推進  

1，710億円（1，662億円）  

（1）母子家庭等の総合的な自立支援の推進  

○ 自立のための就業支援等の推進（一部再掲）  

88億円  

30億円   

母子家庭の母の就業支援等の充実を図るため、高等技能訓練促進費事業における  

入学一時金や母子自立支援プログラム策定事業における就職準備支援コースを創設  

するとともに、指定都市や中核市以外の市においても就労・自立支援事業の実施を  

可能とするなど支援措置の充実を図る。  

○ 生活保護自立支援プログラムの着実な推進  

生活保護を受給する母子世帯の自立を促進するため、福祉事務所における「自立   

支援プログラム」の導入を一層推進する。   

（セーフティネット支援対策等事業費補助金（200億円）の内数）  

○ マザーズハローワーク事業の拠点の拡充と機能の強化（再掲）  

20億円  

マザーズハローワーク事業未実施の地域においても同様のサービスが提供できる   

よう事業拠点を拡充するとともに、既存のマザーズハローワーク等において、独自   

求人の確保、保育所入所の取次ぎ、出張相談等を実施する。  

（2）自立を促進するための経済的支援  1，623億円  

母子家庭等の自立を促進するため、母子寡婦福祉貸付金の技能習得に係る生活資金   

等の償還期限の緩和を図る。  

※ 児童扶養手当の一部支給停止措置については、今後の予算編成過程において検討   

する。  
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4 母子保健医療の充実  288億円（256億円）  

（1）産科一小児科医療の確保  91億円  

○ 産科・小児科医療の確保（再掲）  91億円  

産科医療機関が減少している現状にかんがみ、産科医療機関への財政的支援を行  

うとともに、周産期医療体制（出産前後の母体・胎児や新生児に対する産科・小児  

科双方からの一貫した医療体制）の整備を進める。  

また、小児の二次救急医療を担う小児救急支援事業、小児救急拠点病院の休日夜  

間における診療体制の確保や小児救急電話相談事業（♯8000）など小児救急医  

療体制を確保する。   

妊娠・出産の安心・安全の確保   

妊娠・出産の安心・安全の確保のため、潜在する助産師等を活用した地域の先  

進的な「健やかな妊娠・出産・子育て」をサポートするための取組に対する助成  

を行うとともに、取組事例に関する情報提供を行うことにより、他の自治体の取  

組を促進する。  

（母子保健医療対策等総合支援事業（統合補助金）（51億円）の内数）   

子どもの心の診療拠点病院の整備（新規・再掲）   

発達障害、児童虐待など、様々な子どもの心の問題に対応するため、都道府県  

域における拠点病院を中核とし、各医療機関や保健福祉機関等と連携した支援体  

制の構築を図るための事業を実施するとともに、中央拠点病院の整備を併せて行  

い、人材育成や都道府県拠点病院に対する技術的支援等を行う。  

（母子保健医療対策等総合支援事業（統合補助金）（51億円）の内数）  

（2）不妊治療等への支援  143億円  

特定不妊治療費助成事業、小児慢性特定疾患治療研究事業及び未熟児養育医療費の   

給付等を実施する。   

（特定不妊治療費助成事業については、母子保健医療対策等総合支援事業（統合   

補助金）（51億円）の内数）  
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5 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ㌧バランス）の実現  

（再掲・20ページを参照）  171億円（127億円）  

（1）ワーク・ライフ㌧バランスの実現に向けた社会的気運の醸成 12億円  

（2）ワークーライフ㌧バランスの実現のための企業の取組の促進 18億円  

（3）長時間労働抑制のための重点的な指導の実施等  7億円  

（4）企業における次世代育成支援の取組の一層の推進  49百万円  

（5）仕事と家庭の両立が図れる環境整備の推進  122億円  

（6）パートタイム労働者の均衡待遇確保と短時間正社員制度の導入促進  

10億円  

1．9億円  （7）テレワークの普及促進   

6 若者の雇用一生活の安定と働く意欲の向上  

（再掲・18ページを参照）  354億円（346億円）  

（1）フリーター常用雇用化プラン等の推進  

～常用雇用化35万人を目標～  241億円  

（2）地域において支援を必要とする若者等のチャレンジ支援  54億円  
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